
 

 

 

 

 

平成２８年３月 南魚沼市議会定例会 
一般質問順位表 

 

質問順位 議席番号 質  問  者 

1 1 永  井  拓  三 

2 15 中  沢  一  博 

3 5 勝  又  貞  夫 

4 20 腰  越       晃 

5 6 佐  藤     剛 

6 2 塩  川  裕  紀 

7 16 寺  口  友  彦 

8 3 田  村  眞  一 

9 4 清  塚  武  敏 

10 17 中  沢  俊  一 

11 12 塩  谷  寿  雄 

12 23 阿  部  久  夫 

13 18 岡  村  雅  夫 

14 24 関     常   幸 

15 22 牧  野       晶 

16 19 今  井  久  美 

17 10 林     茂  男 

18 26 若  井  達  男 

19 7 桑  原  圭  美 

20 9 笛  木     晶 

21 14 黒  滝  松  男 

計    ２１名 



 

 

【質問方式】（いずれも質問制限時間（答弁時間を含まない。）は 30 分）  

 

一括質問一括答弁方式：  全質問項目を一括して行い、答弁も一括して行う。 

（初回は登壇して行い、質問回数は３回まで。）  

一問一答方式：  質問及び答弁を一問ずつ行う。（ただし初回の質問

は、登壇して最初の質問項目のみをまとめて行う。

質問回数に制限なし）  

複合型一問一答方式：  一問一答方式において、質問大項目の最初の質問

はまとめて行い、以降は一問ずつ行う。  



－1－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１ 
 

１ ハーフパイプの運用について 

 

現在ハーフパイプ競技では、世界レベルの大会で平野選手や小

野塚選手が活躍している。その機運の中で当市にも世界レベルの

規格のハーフパイプが建造される予定になっている。そのハーフ

パイプの完成後の運用について以下のことを市長に問う。 

 

（１）「教育」の枠組みの中でハーフパイプの建造を進めているが、

教育としてのハーフパイプ競技の位置付けはどのような部分に

あるのか。 

（２）選手育成に関して、時間がかかる事業であることをしっかり

と理解しているのか。 

（３）選手育成に関する計画を説明せよ。 

（４）20 年後のハーフパイプの規格や環境をどれだけ考慮している

のか。 

（５）競技会開催などの計画を説明せよ。 

 

 

２ 無雪期の観光誘客について 

 

数年前から「山ガール」などという言葉を耳にするようになっ

た。登山は一過性のブームとはならず、今や国民のレクリエーシ

ョナルとして確実に定着したことを実感する。その中で、日本で

も有数の国立公園面積を誇る新潟県だが、実は夏の観光誘客は苦

手であることを実感する。特に日本百名山に絞って観光誘客を考

えると、新潟県は国立公園面積同様に日本でも有数の百名山が存

在する地域である。それにもかかわらず、登山客は圧倒的に長野

県や富山県、遠くは北海道に集中している。理由は「利便性」に

ある。交通、宿泊、距離感のどれを取ってもどこにも引けを取ら

ない「利便性」が当市にもある（ように感じる）。しかし、観光客

にとってみれば実は「魅力」がない地域なのではないだろうか。

その発想の元で登山を中心とした観光コンテンツを開発し直し、

立地や環境をあらためて見つめ直し、再構築しない限り、当地の

無雪期の観光は発展しないのではないだろうか。無雪期の観光誘

客に対する市長の考えを問う。 

議 席 

１  

永

井

拓

三 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－2－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

２ 
 

１ がん予防対策と検診強化について 

 

日本人の２人に１人がかかる「がん」は 1981 年以降、死因第１

位を占め続ける「国民病」と言われている。しかし、医学の進歩

で死亡率は低下する一方、罹患率は上昇している。市民の命や暮

らしを守るため、がん対策の充実は絶対に進めなくてはならない。

そこで予防の充実と検診強化について伺う。 

 

（１）受診率向上への取組とＡＩＣＳ（血中アミノ酸で判定）普及

促進について 

（２）中学生への無料ピロリ菌検査の実施について 

（３）がん登録推進について 

（４）がん患者の就労支援について 

（５）「かかりつけ薬局」の普及とジェネリック医薬品使用の推進に

ついて 

 

 

 ２ 放課後児童対策と児童に合わせた支援策について 

 

共働きやひとり親家庭の小学生を預かる学童保育は、働く女性

の増加や６年生まで対象を拡大したことなどで利用者も増えてい

る。また今は預かるだけでなく、子どもたちの「学びの場」への

支援策も求められている。そこで伺う。 

 

（１）放課後児童クラブ（学童保育）の実態と対策について 

（２）土曜教室の拡充について 

 

 

３ 成年後見制度の促進について 

 

認知症などの判断能力が不十分な人を支援する「成年後見制度」

の普及促進について当市の考えを伺う。 

議 席 

１５  

中

沢

一

博 

（
複
合
型
一
問
一
答
方
式
） 

 



－3－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

３ 
 

１ 防災意識・防災力の向上について市の基本的な考え方を問う 

 

 

２ 少雪の今年、除雪費の残額はどの程度と予想されるか。除雪費

の予算と待機料の関係について、市の基本的な考え方を問う 

 

 

３ 後期教育基本計画について、その目指すところの「教育立市」

とは何か。市の基本的な考え方を問う 

 

 

 

議 席 

５  

勝

又

貞

夫 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－4－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

４ 
 

 大原運動公園整備について 

 

（１）筑波大学石打研修所跡地の利用について 

 

（２）第２期工事における姥島区からのアクセス道路及び駐車場整

備について 

 

議 席 

２０  

腰

越

 

晃 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－5－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

５ 
 

１ 「在宅」での医療、介護が可能な地域と「まちづくり」の同時

進行を 

 

（１）新たな地域医療を展開する上での「地域包括ケアシステム」

の重要性 

 

（２）「地域包括ケアシステム」の具現化に向けてどう進めるのか。 

 

①在宅医療・介護連携推進事業にどう取り組むのか。 

②行政が中心になり、医師会をはじめ多職種連携の体制づくり、

ルールづくりを進めることが必要ではないか。 

 

（３）地域包括ケアシステムの構築と住環境整備の同時進行を 

 

①六日町地区の空洞化対策としての住環境整備と併せた地域包

括ケアシステム構築を進める考えはないか。 

②大和地区での地域包括ケアシステム構築については、サービ

ス付き高齢者住宅誘致によるＣＣＲＣ実現と、メディカルタ

ウン構想にも対応した環境整備の中で進める考えはないの

か。 

 

 

２ 頑張る子ども達への教育支援と生活困窮への支援 

 

（１）生活困窮での教育環境への影響の実態把握は 

 

（２）「子どもの困窮対策の推進に関する法律」「子供の貧困対策に

関する大綱」及び「生活困窮者自立支援事業」を受けて、市内

の子ども達が不安なく教育を受けられるための支援はどう変わ

ったか。変えるつもりか。 

 

（３）就学援助制度について 

①就学援助の認定基準の見直しを 

②要保護児童生徒と準要保護児童生徒への支援内容と、その拡

充の考えは。 

議 席 

６  

佐

藤

 

剛 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－6－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

６ 
 

交通安全について 

 

施政方針によれば、市内の交通事故発生件数は前年比 16.4％減

の 122 件という報告である。被害者、加害者ともに悲惨な交通事

故の撲滅は、市民の願いである。 

地域の交通安全活動の一翼を担っている南魚沼交通安全協会

は、会員離れが進んでいると聞く。もともと加入は任意であるが、

交通事故の撲滅という目標に向かって、会員の増大を図っていか

なければならない。 

市も賛助会費や、平成 28 年度は交通安全教室の委託を予算化し

てきているが、交通安全施策の実情と今後について、考えを伺う。 

 

議 席 

２  

塩

川

裕

紀 

（
一
括
質
問
一
括
答
弁
方
式
） 

 



－7－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

７ 
 

１ 行財政改革・市民参画 

 

新財政計画は、資金収支計算書方式による 10 年間の財政運営の

総括に基づいて策定されるべきであるが、考えをうかがう。 

 

 

２ 教育・文化 

 

教職員の多忙化を防ぐために何をするのか。 

 

 

３ 産業振興 

 

東京電力湯沢発電所の復旧見込みと、その間の清津川からの取

水計画についてどのような方向が出たのか。 

 

 

４ 住環境整備 

 

統廃合される学校跡地の再開発に、高齢者が安心して暮らすこ

とができる住宅、施設整備を検討する時期ではないか。 

 

議 席 

１６  

寺

口

友

彦 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－8－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

８ 
 

水道料金の引き下げを 

 

水道料金の地域格差は 10 倍、さらに施設の老朽化と人口減で水

道料金が一気に３割も値上げする自治体もあるとの報道があっ

た。 

そもそも日本は複雑な地形の上に広く人間の活動地域が展開し

ているため水道水のコストに大きな差が出ることは必然である。

近年では水道施設が耐用年数（40 年）を経過している自治体が増

え、更新を行うためコストが高くなり、地域間格差が増大してお

り、解決が求められている。 

2000 年、南米ボリビアのコチャバンバ市では水道民営化によっ

て 35％にも及ぶ大幅な値上げが行なわれ、それに対して市民によ

る抗議暴動も起き、経営した会社が撤退した。民営化の弊害が多

く報告されている。 

国民一人ひとりの命と生活の基礎から支える費用は、国民の間

で可能な限り平等にしなさいというきまり憲法 25 条がある。水道

法第１条でも「豊富低廉な水の供給を図り…」と水道事業の目的

を明記している。 

高い水道料金には市民アンケートでも強い要望が寄せられてい

る。市民だれもが安心して安価な水を利用できるよう市長の見解

を求める。 

 

（１）「水を守る事は市民の生存権を守る事」という捉え方について 

 

（２）民営化の問題は何か。 

 

（３）福祉減免の拡充について  

 

（４）近隣関係自治体とも連携して、国へ交付税の増額などを働き

かけてはどうか。 

議 席 

３  

田

村

眞

一 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－9－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

９ 
 

買物弱者対策支援について 

 

住民の高齢化や単身世帯の増加、地元小売業の廃業、既存商店

街の衰退等により過疎地域のみならず中心市街地においても、高

齢者等を中心に食料品や生活用品の買い物に不便や苦労を感じる

人（いわゆる「買物難民」「買物弱者」「買物困難者」）が増え

てきている。「食料品アクセス問題」として社会的な課題になっ

ている。高齢化が進む中、さらに増加すると予想される。高齢者

や市民が安心して住みたい、住み続けたい街にするためにも、南

魚沼版ＣＣＲＣ事業を進めて行くためにも、この課題に取り組ま

なければならないが、市長の考えを伺う。  

 

（１）買物弱者の実態をどう捉えているのか。地域ごとの現状はど

うか。 

 

（２）買物弱者対策支援にどう取り組んでいくのか。 

 

（３）高齢者の見守り活動と連携した、宅配サービス、移動販売等

の取組について、支援する考えは。  

 

（４）市民バスを有効利用し、地域の商業地を経由する買物支援バ

ス運行の考えは。 

議 席 

４  

清

塚

武

敏 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－10－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１０ 
 

首長改選ラッシュの年、改めて市長見解を問う 

 

森長岡市長は５選を果たし、泉田知事は先の県議会で４選出馬

を宣言した。そこからは長い行政経験に裏打ちされた自信が見て

とれる。 

反面アメリカ大統領予備選で注目を集めるのが、政治経験の無

い実業家、共和党トランプ氏の善戦だ。そこには既存の政治手法

に見切りを付け、氏の持つであろう「事業」観点から、今世紀に

アメリカが取り組むべき全く新しい政治戦略に期待を寄せるアメ

リカ国民の感情が見とれる。 

11 月に改選期を迎える井口市長に、以下３点につき所見を伺い

たい。 

 

（１）「実質公債費比率」、「将来負担比率」に代表される市財政の留

意点 

市長施政方針における“全国的に見ても極めて高水準”との

表記の意味するもの 

 

（２）市民憲章「ものづくり」重視と、ふるさと納税返礼品再検討

への取組み 

返礼品待望の市民世論と、議会議決尊重の観点より再確認し

たい。 

 

（３）「事業」としての南魚沼版ＣＣＲＣ戦略の深堀りおよび数値化 

余力ある高齢者移住の誘因の明示および若者の就業・起業・

定住モデルの数値化 

議 席 

１７  

中

沢

俊

一 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－11－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１１ 
 

１ 市の機械除雪体制について 

 

（１）歩道除雪の基準について 

 

（２）除雪委託料の設定について 

 

（３）機械除雪体制の今後について 

  

 

 ２ なぜ市長はそれほど南魚沼版ＣＣＲＣに自信があるのか  

議 席 

１２  

塩

谷

寿

雄 

（
一
問
一
答
弁
方
式
） 

 



－12－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１２ 
 

第２次南魚沼市総合計画について 

 

（１）人口減少問題について 

南魚沼市は、新幹線及び高速道路や国道などの幹線道路が整

備されていることや、基幹病院・市民病院と医療機関も充実され

ていることから、全国に 896 ある消滅可能性都市に入っていない

し、平成 27 年 12 月の求人倍率は県平均 1.30 倍の中で南魚沼市

は 2.18 倍と高い水準になっている。 

しかしながら、他地域に比較して高い求人倍率であっても、

求人内容や賃金においてはどうなのだろうか。若者が希望するよ

うな求人内容や賃金形態が無ければ、いくら倍率が高くても就職

先として魅力あるものとは言えない。人口流出阻止やＵターンで

の人口増加を図るためには、魅力的な職場や賃金形態は不可欠で

ある。  

南魚沼市の立地条件を生かした魅力的な雇用促進対策につい

て、所見を伺う。  

 

（２）ＴＰＰ大筋合意による中山間地域での対応について 

ＴＰＰ大筋合意によって、国が示した政策大綱では、農産物

の生産はさらに激しい競争が予想されている。  

中山間地域においては、生産条件が悪く農地の集積が困難で

あり農業経営も厳しい中、農地を守る為に頑張っている農家がい

る。中山間地がはたす多面的機能を守る為にも中山間地農家への

積極的な支援が必要だと思うが、所見を伺う。 

 

（３）公共施設には洋式トイレを  

下水道整備もほぼ終了し、一般家庭では水洗化とともに洋式

トイレが当たり前になり、温水洗浄便座も当たり前になってき

ている。しかし、公共施設のトイレは和式が未だに多数を占め

ている。しゃがんで用を足すため身体的な負担があり、身体障

がい者・高齢者・小さい子ども達は不便を感じていると思う。 

時代に合ったトイレとして、洋式の設置に取り組むべきと考

えるが、所見を伺う。 

 

議 席 

２３  

阿

部

久

夫 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－13－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１３ 
 

１ 新ごみ処理施設について 

 

魚沼市・南魚沼市・湯沢町の２市１町共同で、新ごみ処理施設

を建設運営することが合意され、現在建設候補地の公募がされて

いる。施政方針で「この機会に広く廃棄物処理に対する市民の関

心を高めるために、引き続き説明会を開催する」「処理能力・処理

方式・燃焼方式などの施設の基本計画を検討する」とある。 

 

（１）国では大量生産・消費・廃棄の時代からの転換を目指し、資

源循環型社会の構築に向けた法整備が図られている。この機会

にどう進めるかを伺う。 

（２）「公募説明会」での説明内容を伺う。 

（３）施設の全体計画を示せ。 

（４）可燃ごみ処理施設の燃焼方式と想定しているメーカーを示せ。 

（５）各施設の建設費・維持管理費を耐用年数 20 年として示せ。 

（６）１年あたりの運営費を示せ。 

（７）コンサルタントの紹介を求める。 

 

２ 市民病院くい打ちデータ流用事件について 

 

市は２月 22 日付で、くい打ちの下請け業者、元請けの特定共同

企業体及び設計管理共同企業体を文書による厳重注意処分とし

た。 

 

（１）処分の内容と効力を伺う。 

（２）国交省は建設業界の構造的な課題について改善策の検討に着

手した。工事の専門化に伴う（重層）下請け構造で施工責任の

明確化や、労務費へのしわ寄せ防止を重点的に話し合う方針と

いう。下請け契約が適正であったかの検証ができたのか。 

（３）公契約条例があれば、労務費の検証ができ、推察できると考

えるが、所見を伺う。 

（４）ＴＰＰが発効されると多国籍企業が地方の公契約にも進出し

てくるとも言われている。地元企業の振興と地域経済を活性化

するために、ＴＰＰ批准前に「中小企業振興基本条例」と「公

契約条例」の制定は不可欠と言われているが、所見を伺う。 

議 席 

１８  

岡

村

雅

夫 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－14－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１４ 
 

１ スペシャルオリンピックスについて 

 

３日間にわたって行われたスペシャルオリンピックスは、障が

いに対する理解を深めるとともに、健常者と障がい者の「共生社

会」を築く大きな一歩となった。 

初めての本県開催だったが大成功であった。この盛り上がりを

打ち上げ花火で終わらないようにしなくてはならない。大会が与

えてくれた大きな財産を活かし、障がい者がスポーツを続けるた

めにも、毎年五日町スキー場で新潟大会を開催することが、イン

クルージョン社会の発展につながるものと思うが、考えを伺う。 

 

２ 兼続公まつりの充実でひとづくりを 

 

市内には多くのまつりがあるが、「兼続公まつり」は唯一全市民

が参加できるまつりだ。全小学校、全中学校が参加するような「兼

続公まつり」へと再構築する必要があると思うが、伺う。 

 

３ 「地理的表示法」の活用で、さらなる産地の発展を 

 

昨年 12 月、第１回の地理的表示登録産品発表会・登録証授与式

が農水省で行われた。登録されたいずれの産地とも、新たな目標

を設定し、組織の活性化、グレードの高い生産に取り組むとの決

意表明がある。国がお墨付きを与えるわけなので、産地間競争に

打ち勝ち、農業所得の増大につながる。登録に向けてＪＡと生産

団体に働きかけるべきと思うが見解を伺う。 

 

４ 市長選挙について 

 

先の新聞報道で井口市長の４選出馬は、五分と五分と出ていた。

失政があれば４選はありえないが、他市がうらやむほどの新たな

施策・事業が目白押しだ。出馬表明は６月議会と聞こえてきてい

るがその確認と、激務であり体調が思わしくなければ務まらない

ので、健康・体調について伺う。 

議 席 

２４  

関

 

常

幸 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－15－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１５ 
 

１ 南魚沼版ＣＣＲＣについて 

 

議員として情報収集に努め、先進地視察や市長・担当課との意

見交換を行っている。しかし、市長や担当課と意見交換をすると

私の聞き方や受け取り方が悪いのか、それとも市長や担当課がそ

の場しのぎの説明をするのか、ボタンの掛け違いという事例を多

く感じる。 

（１）議員や市民には、齟齬がないようしっかり説明すべき。 

（２）１月下旬に大和商工会で開催された南魚沼版ＣＣＲＣ推進協

議会の場でも、２事業者の提案はいずれも市が事業主体となる

プランだった。今定例会初日において、市長は「市が事業主体

になることはない」というこれまでどおりの説明を行った。こ

の事はブレていないと思うが、提案した２事業者は「市が事業

主体」というプランを出してきている現実がある。市の説明が

しっかりしていないから、このような根本的な問題が起きるの

ではないか。 

（３）事業者のプランは昨年 10 月頃に提案されていたと聞いている

が、この根本的な部分を１月下旬まで指摘しないのは不誠実で

あるし、時間の無駄でもある。市の説明に問題がある明白な事

例だと思うがどうか。 

 

２ 原発対応について 

 

私は柏崎刈羽原発の再稼働に反対である。しかし、再稼働が進

められているため、稼働時のことも考えなくてはならない。３年

前の質問と重複する点もあるが、市の対応について問う。 

（１）原発事故が起きた時の対策は進んでいるのか。 

（２）必要物資の備蓄や体制はどうか。 

（３）ガソリン等は確保できるのか。 

（４）市民は暖房用の灯油等が手に入るのか。 

（５）住宅等の屋根融雪に使う灯油等は確保できるのか。 

（６）道路除雪の燃料確保や除雪体制はとれるのか。 

 

３ 市長の政治姿勢について 

 

議会の意思をどう考えるか。 

議 席 

２２  

牧

野

 

晶 

（
複
合
型
一
問
一
答
方
式
） 



－16－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１６ 
 

１ なぜ示せぬ、財政計画（財政シミュレーション） 

 

第２次総合計画が策定されたこの節目の時に、これからの 10 年、

市の財政はどのように変化していくのか。予算審議の判断資料と

するため「財政計画（財政シミュレーション）」を示すよう再三要

望してきた。施政方針では、財政計画を新年度前半に公表できる

よう取り組んでいるとのコメントである。第２次総合計画でも、

起債償還額の増加が財政を圧迫し、財政運営を硬直化させること

を危惧している。議会初日の答弁で何となく雰囲気は分かったが、

議決する議会にも現状を示すべきではないか。 

 

 

２ 環境政策について 

 

（１）副市長をトップに地盤沈下対策を検討した結果はいかに。 

 

（２）地盤沈下対策に対する融雪協会や克雪用水対策協議会からの

提言は、どのように検討されたのか。 

 

（３）「水素エネルギーを消雪パイプの熱源に活用するべき」と提言

してきた。ＣＯＰ21 でパリ協定も採択され、地球規模で約束さ

れた温室効果ガス削減は、市の環境基本計画でも謳っている。

吸収源としての森林育成、化石燃料に代わる新エネルギーの検

討は、市の産業育成・雇用を生み出す政策と確信するが見解は。

ＰＤＣＡを基にアクションを起こす時ではないか。 

 

 

３ これからの市政運営をどうするのか 

 

市長任期も数か月となった。11 月に向けて現時点での考えを伺

う。 

議 席 

１９  

今

井

久

美 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－17－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１７ 
 

次代の主流とすべき林業振興にどう取り組むか 

 

合併から 10 年以上が経過し、いよいよ建設事業など投資系事業

の抑制が必至となってきた。 

市長は今後の方向性を語る中で、林業振興が大きな鍵となる旨

の発言をしてきた。すなわち当地（日本の多くの地方ともに）で

当たり前であった土木建設業態に拠ってきたウエートをソフトラ

ンディング的に林業も加味した形で推移させていくという離れ業

が必要になる。国策もどう進むのか。 

23 年災の経験、里山崩壊の危機、エネルギーなど様々な面で、

林業振興はふるさと・国土を守る根源の課題であり、今日的課題

の第一位だと思う。どのようなビジョンを持って、必要な施策を

集めて、段階を経て、それが可能となるか、させねばならぬか、

市長の考えを問う。 

議 席 

１０  

林

 

茂

男 

（
一
括
質
問
一
括
答
弁
方
式
） 

 



－18－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１８ 
 

可燃ごみ処理施設問題を問う 

 

（１）今日までの施設修繕修理費はいかほどか。 

 

（２）瑕疵について市長の所見を伺う。 

 

（３）耐用年数について市長の所見を伺う。 

 

（４）設置企業との対応協議はいかに。 

 

（５）今後の施設運営方向はいかに。 

 

 

議 席 

２６  

若

井

達

男 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－19－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１９ 
 

人口減少対策として産婦人科医院設置と女性医師の移住政策を 

 

人口減少対策は喫緊の課題であるが、それは自治体にとって経

済効率を重視した循環型の政策でなければならない。当地は首都

圏からのアクセスが良好であり、通勤圏内にある。人口減少対策

の一丁目一番地は安心安全な出産であると考えるが、これに対す

る当市の状況はどうか。他市の産婦人科医院で出産した事例をよ

く耳にするが、これは当市で行うべき住民サービスである。移動

に要するコストは経済的な部分だけではなく身体的、精神的にも

大きい。この問題に特化して、出産しやすい環境整備を積極的に

行わなければ当市の人口は増加しないのではないだろうか。  

また、当市の医師不足を女性医師とその家族の移住を促進する

ことにより克服し、人口増だけではなく、地域全体の経済的、知

的レベルの向上を図る政策を行うべきである。女性医師は結婚・

出産後の離職率が高く、その後は完全に離職するか非常勤医師と

して勤務するケースが多い。この部分に着目し、女性医師にとっ

て働く環境が日本一整っている南魚沼市として、医師の多い東京

都、埼玉県、千葉県からの移住を促進する政策を提案する。定住

に至らずとも、子育て育児の期間だけでも当市に留まっていただ

ければ循環型の医師誘致が可能と考えるが、市長の考えを伺う。  

（１）当市の出産の現状(出生数、産婦人科医師、助産師)と今後の

課題をどう捉えているのか。 

（２）公設産婦人科の設置により、市民の出産をサポートするべき

ではないのか。 

（３）産婦人科医師の確保に際し、採算性の担保とリスクに対する

補償が可能か。 

（４）女性医師は結婚、出産を機に離職するケースが多い。医師不

足解消と望ましい移住促進にこの部分へのアプローチが効果的

と考える。首都圏からの移住政策に盛り込むべきと考えるが。 

（５）女性医師の移住を促進する際、当然、家族の移住もセットに

なるが対策はとれるのか。 

（６）経済的な子育て支援策は人口減少対策の成果が出にくい。経

済支援とは違った内容の労働者への出産育児支援が人口増に必

要と考えるが、今後どういった政策を検討していくのか。 

議 席 

７  

桑

原

圭

美 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－20－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

２０ 
 

生活困窮者の包括的支援体制について 

 

多重債務に苦しむ市民に対し早い段階で手を差し伸べ、生活再

建を図るとともに、滞納整理にもつなげる支援体制を構築する考

えがあるか伺う。 

議 席 

９  

笛

木

 

晶 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 



－21－ 
 

 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

２１ 
 

インバウンド（訪日外国人旅行者）の受入体制の整備を 

 

2015 年に日本を訪れた外国人旅行者が推計 1,973 万 7,400 人に

達し、消費額が３兆 4,771 億円になったと発表された。2020 年の

東京オリンピック・パラリンピックに向け、更に増加すると予想

される。 

南魚沼市観光協会では、平成 25 年より東アジア及び東南アジア

をターゲットとして新潟県や雪国観光圏、国際大学等と協力して

取り組み、平成 27 年度は総合的インバウンド研修会等受入れの基

盤整備・体制強化を図っている。本年２月 21 日には、台湾のエー

ジェントとの交流会が行われ、今後大いに期待されている。 

 

（１）市内のインバウンドの受入数と取組状況は。 

 

（２）市と市観光協会が中心となり宿泊施設、飲食店、スキー場、

国際大学、観光施設等連携し、受入体制の整備を。 

 

（３）定住自立圏協定、雪国観光圏等広域に誘客・宣伝広告体制を。 

 

議 席 

１４  

黒

滝

松

男 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 


